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表紙

上記各事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、当社ホームページに
掲載することにより株主の皆様に提供しております。

第37回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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連結注記表

連　結　注　記　表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１. 連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社数　69社
主要な連結子会社の名称
株式会社Ｊストリーム、応用技術株式会社、transcosmos Korea Inc.
上海特思尓大宇宙商務咨詢有限公司
なお、当連結会計年度の連結子会社の異動は次のとおりであります。

（新規）
・内江特朗思大宇宙信息技術服務有限公司（新規設立）

（除外）
・Ookbee Mall (Thailand) Co.,Ltd.（清算結了）

⑵　主要な非連結子会社の名称等
Transcosmos Philippines inc. 他
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の関連会社数　10社

主要な持分法適用会社の名称
UNQ HOLDINGS LIMITED、PFSweb Inc.
なお、当連結会計年度の持分法適用会社の異動は次のとおりであります。

（除外）
・INTERBASE RESOURCES SDN.BHD.（有償減資による除外）
・RUN.EDGE株式会社（議決権比率の減少）
・Pheedo, Inc.（全保有株式売却）

⑵　持分法を適用していない非連結子会社（Transcosmos Philippines inc. 他）は、当期純損
益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係
る計算書類を使用しております。
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・応用技術株式会社 ・TRANSCOSMOS (MALAYSIA) SDN. BHD.
・大宇宙ジャパン株式会社 ・PT. transcosmos Commerce
・株式会社caramo ・transcosmos Asia Pacific Pte. Ltd.
・transcosmos America, Inc. ・TRANSCOSMOS ZERO PTE. LTD.
・TRANSCOSMOS OMNICONNECT, LLC ・Ookbee Mall Asia Holdings Pte. Ltd.
・transcosmos Korea Inc. ・transcosmos(Thailand)Co., Ltd.
・大宇宙信息創造(中国)有限公司 ・TCT Holdings Co., Ltd.
・大宇宙設計開発（大連）有限公司 ・TCT Services Co., Ltd.
・大宇宙信息系統（本渓）有限公司 ・transcosmos artus company limited
・大慶大宇宙設計開発有限公司 ・Astropolis Inc.
・大宇宙商業服務(蘇州)有限公司 ・transcosmos Asia Philippines inc.
・蘇州大宇宙信息創造有限公司 ・Transcosmos Vietnam Co., Ltd.
・特思尓大宇宙(北京)投資咨詢有限公司 ・TRANSCOSMOS TECHNOLOGIC ARTS CO.,LTD
・上海特朗思大宇宙信息技術服務有限公司 ・TRANSCOSMOS (UK) LIMITED
・上海特思尓大宇宙商務咨詢有限公司 ・Transcosmos Information Systems
・好特数碼技術(天津)有限公司 Group Limited
・済南大宇宙信息創造有限公司 ・Transcosmos Information Systems Limited
・内江特朗思大宇宙信息技術服務有限公司 ・Transcosmos Information Systems Inc
・台湾特思尓大宇宙股份有限公司 (Philippines)
・Transcosmos Digital Marketing Cayman ・Transcosmos Information Systems Inc

Co., Ltd. (USA)
・Shine Harbour Ltd. ・TRANSCOSMOS INFORMATION SYSTEMS SRL
・Transcosmos Information Creative ・Transcosmos information Systems Kft

Holdings ・transcosmos Poland sp. z.o.o.
・TRANSCOSMOS INTERNATIONAL PTE. LTD. ・Helpmagic Ltd

・キャリアインキュベーション株式会社

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。
（決算日　12月31日）

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
（決算日　９月30日）

連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し
ております。
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４. 会計方針に関する事項
⑴　有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式
持分法非適用の非連結子会社株式および関連会社株式については、移動平均法に基づく原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法

　投資事業有限責任組合等に対する出資金
当該投資事業有限責任組合等の直近事業年度における純資産の当社持分割合で評価

⑵　棚卸資産の評価基準および評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品及び製品 主に総平均法
仕掛品 個別法
貯蔵品 主に最終仕入原価法

⑶　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 建物
（リース資産を除く）　　　ａ1998年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。
ｂ1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの
　旧定額法によっております。
ｃ2007年４月１日以後に取得したもの
　定額法によっております。
建物附属設備および構築物
ａ2007年３月31日以前に取得したもの
　旧定率法によっております。
ｂ2007年４月１日から2016年３月31日までに取得したもの
　定率法によっております。
ｃ2016年４月１日以後に取得したもの
　定額法によっております。
上記以外の有形固定資産
ａ2007年３月31日以前に取得したもの
　旧定率法によっております。
ｂ2007年４月１日以後に取得したもの
　定率法によっております。
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償
却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却
しております。
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無形固定資産 主として定額法を採用しております。
（リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。ま
た、市場販売目的のソフトウエアについては、販売開始後３
年以内の見込販売数量を基準に償却しておりますが、その償
却額が残存有効期間に基づく均等配分額に満たない場合は、
その均等配分額を最低限として償却しております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ
っております。

⑷　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

賞与引当金 当社および連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し
ております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、在外子会社等の資産および負債は、各社の決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」および
「非支配株主持分」に含めております。

②　重要な収益および費用の計上基準
当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月
31日。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識することとしております。当社が提供するアウトソーシング事業および国内・海外の
グループ会社が展開するアウトソーシング事業を主な事業内容としており、収益認識につ
いては、履行義務の充足する方法に従い、一定期間または一時点で収益を計上しておりま
す。このうちの大部分が一定期間で認識する収益となっております。
当社グループは、進捗度に応じて一定の期間にわたり充足される履行義務について、履行
義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し
ており、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は以下の通りであります。
・顧客から毎月履行した業務を表す検収書等を入手し、これに基づいて請求を行っている
業務については、検収書等に記載され履行された業務が、移転したサービスの量を忠実に
描写していることから、これを基礎に収益を認識しております（アウトプット法）。
・請負契約に基づく業務のうち、進捗度を直接的に見積もることができないものの、履行
義務の結果を合理的に測定できる場合は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプッ
ト法）で算出しております。履行義務の結果を合理的に測定できない場合は、発生した実
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際原価の範囲でのみ収益を認識しております。
また、商品及び製品の販売については、顧客へ引き渡された時点で、支配が移転し履行義
務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

③　のれんの償却方法および償却期間
５年間および10年間の定額法により償却しております。なお、のれんの効果が見込まれ
ない状況が発生した場合には、相当の減額を行っております。

５. 会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。
　これにより、代理人として行われる取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収
益として認識していましたが、顧客への財またはサービスの提供における当社グループの役割が
代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から外注先に支払う額を控除した純額で
収益を認識することとしております。また、従来請負工事等に関して、進捗部分について成果の
確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適
用していましたが、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る
進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しておりま
す。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定でき
る場合は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。履行義務
の結果を合理的に測定できない場合は、発生した実際原価の範囲でのみ収益を認識しておりま
す。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年
度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新た
な会計方針を遡及適用しておりません。
　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及
び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しておりま
す。ただし、収益認識会計基準89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につ
いて新たな表示方法により組替えを行っておりません。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書
は、売上高は30,087百万円減少し、売上原価は29,976百万円減少し、販売費及び一般管理費は
0百万円減少し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ110百万円減少
しております。
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科　　目 金　額（百万円）
の れ ん 792
関係会社株式または関係会社
出資金に含まれているのれん 488

　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動
計算書の利益剰余金の期首残高は212百万円増加しております。
　なお、当連結会計年度の１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事
項等の注記を行うこととしております。

６. 表示方法の変更
（連結損益計算書関係）
　前連結会計年度において区分掲記しておりました特別利益の「関係会社株式売却益」（当連結
会計年度0百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、特別利益の「その他」に含めて表示
しております。
　前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「関係会社株式評
価損」（前連結会計年度100百万円）は、金額的重要性が増したため、区分掲記しております。

７. 会計上の見積りに関する注記
１．のれんおよび関係会社株式または関係会社出資金に含まれているのれんの評価
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、非上場の投資先企業に対して、投資時に当該企業の事業の将来性を鑑み、
その中長期事業計画に基づき、投資先企業の超過収益力等を評価しており、超過収益力等の評
価額であるのれんが取得価額に含まれております。
　当該のれんについては、「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、減損の兆候の有無を検
討し、減損の兆候を識別した場合には、将来の事業計画を基礎に算定されたのれんの残存償却
期間内の割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比較して減損損失の認識の要否を判定し
ております。減損損失の認識が必要と判定された場合、当該のれんについては、回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。また、当該のれんが関係会社株
式または関係会社出資金に含まれているのれんである場合、持分法による投資損失として認識
しております。
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有形固定資産の減価償却累計額 23,854百万円

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 48,794,046 ─ ─ 48,794,046

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 7,319,599 862 ─ 7,320,461

単元未満株式の買取による増加 862株

　なお、関係会社株式または関係会社出資金に含まれているのれんの場合、計算書類の関係会
社株式および関係会社出資金の評価において、超過収益力等の毀損によって減損損失の認識が
必要とされた当該関係会社については、減損処理後の計算書類の簿価が持分法上の投資価額を
下回った場合には、その差額のうち、持分法ののれん未償却額に達するまでの金額について、
持分法上の投資価額を減額します。
　当該関係会社の業績は、将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受けるた
め、のれんの減損要否の判定および回収可能額算定の基礎となる事業計画と大きく乖離した場
合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 発行済株式の種類および総数に関する事項

（単位：株）

２. 自己株式の種類および株式数に関する事項
（単位：株）

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。

－ 7 －
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連結注記表

決議 株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当 額 ( 円 ) 基準日 効力発生日

2 0 2 １ 年 ６ 月 2 ３ 日
定 時 株 主 総 会

普 通
株 式 3,857 93 2 0 2 1 年

３月31日
2 0 2 1 年
６ 月 2 4 日

決議 株 式 の
種 類

配 当 金
の 原 資

配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基準日 効力発生日

2022年６月22日
定 時 株 主 総 会

普 通
株 式

利 益
剰 余 金 6,469 156 2 0 2 2 年

３月31日
2 0 2 2 年
６月23日

３. 配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、投資については業務または資本提携等、事業推進上の要請に基づき株式
投資を行うほか、余資運用は預金等の元本確保を基本とした運用を行っております。資金調
達に際しては銀行借入や社債、株式発行など状況に応じて最適と思われる手法を選択してお
ります。また、デリバティブ取引は、事業活動上生じる市場リスクを回避するため、金利ス
ワップ取引、通貨スワップ取引および為替予約取引に利用しており投機を目的としたデリバ
ティブ取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス
クに関しては、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等
による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券は、主に業務または資本
提携等に関連する株式であります。これらは、市場価格の変動リスク、投資先の信用リスク
に晒されておりますが、定期的に時価や投資先企業の財務諸表等を把握し、適正に評価の見
直しを行うと共に投資価値の回収に努めております。
　営業債務である買掛金および未払費用は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま
す。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則と
して５年以内）は設備投資等の長期性投資に係る資金調達であります。
　また、営業債務や借入金は、当社グループの与信を毀損することの無いよう各社が月次で
資金繰り計画を作成するなどの方法により管理すると共に債務履行を万全なものとするため
コミットメントライン契約を行っております。

－ 8 －
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連結注記表

連結貸借対照表
計上額（＊） 時 価 （ ＊ ） 差 額

⑴ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 14,782 14,782 －

⑵ 関 係 会 社 株 式 10,663 11,735 1,071

⑶ 社 債 △236 △236 △0

⑷ 転換社債型新株予約権付社債 △10,094 △10,487 △393

⑸ 長 期 借 入 金 △16,294 △16,308 △13

区　　　分 当連結会計年度（百万円）

非 上 場 株 式 5,126

投 資 事 業 組 合 出 資 金 115

２. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の通りであります。

（単位：百万円）

　（＊1）　「現金及び預金」については、現金であること、および預金が短期間で決済されるため時価が帳簿
　　　　　価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

　（＊2）　「受取手形、売掛金及び契約資産」に含まれる受取手形、売掛金、「買掛金」、「短期借入金」お
　　　　　よび「未払費用」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか
　　　　　ら、記載を省略しております。

　（＊3）　市場価格のない株式等は、「⑴ 投資有価証券」および「⑵ 関係会社株式」には含まれておりませ
　　　　　ん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　（＊4）　「⑶ 社債」および「⑸ 長期借入金」には、それぞれ「一年内償還予定の社債」および「一年内返
　　　　　済予定の長期借入金」が含まれております。

　（＊5）　負債に計上されているものについては、△で示しております。

３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価

－ 9 －
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区　　　分
時　　　　　価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券

株 式 14,782 － － 14,782

区　　　分
時　　　　　価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
関 係 会 社 株 式 11,735 － － 11,735
社 債 － △236 － △236
転 換 社 債 型 新 株 予 約 権 付 社 債 － △10,487 － △10,487
長 期 借 入 金 － △16,308 － △16,308

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定する時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。

⑴　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債

⑵　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

　（注１）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
　　投資有価証券ならびに関係会社株式

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

　　社債
　社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスク等を加味した利率
で割り引いた現在価値により算出しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 10 －



2022/05/20 17:37:00 / 21826213_トランス・コスモス株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

報告セグメント
合計

単体サービス 国内関係会社 海外関係会社
日 本 235,535 33,969 4,127 273,632
韓 国 － － 32,564 32,564
中 国 106 － 30,414 30,520
東 南 ア ジ ア 1,479 2 10,581 12,063
そ の 他 629 3 4,672 5,304
顧客との契約から生じる収益 237,750 33,975 82,360 354,085
そ の 他 の 収 益 － － － －
外 部 顧 客 へ の 売 上 高 237,750 33,975 82,360 354,085

　　転換社債型新株予約権付社債
　当社の発行する社債の時価は、取引金融機関から提示された価格によっており、レベル２
の時価に分類しております。

　　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を当該借入金の残存期間および信用リスク
等を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

収益認識に関する注記
１.収益の分解情報
　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）顧客との契約から生じる収益は、顧客の所在地を基礎として、国または地域に分解しております。

２.収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表「注記事項（4.会計方針に関する事項 ⑸その他連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項 ②重要な収益および費用の計上基準）」に同一の内容を記載しているた
め記載を省略しております。
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当連結会計年度（百万円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 54,472
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 72,085
契約資産（期首残高） 1,964
契約資産（期末残高） 1,623

１. １株当たり純資産額 2,723円29銭
２. １株当たり当期純利益 518円12銭

３.当期および翌期以降の収益の金額を理解するための情報

　契約資産は、インプット法により認識された収益のうち期末日時点で進行中の請負工事等に
係る対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個　別　注　記　表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式
移動平均法に基づく原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法

　投資事業有限責任組合等に対する出資金
当該投資事業有限責任組合等の直近事業年度における純資産の当社持分割合で評価

２. 棚卸資産の評価基準および評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品 総平均法
仕掛品 個別法
貯蔵品 最終仕入原価法

３. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 建物
（リース資産除く） ａ1998年３月31日以前に取得したもの

旧定率法によっております。
ｂ1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの

旧定額法によっております。
ｃ2007年４月１日以後に取得したもの

定額法によっております。
建物附属設備および構築物
ａ2007年３月31日以前に取得したもの
　旧定率法によっております。
ｂ2007年４月１日から2016年３月31日までに取得したもの
　定率法によっております。
ｃ2016年４月１日以後に取得したもの
　定額法によっております。
上記以外の有形固定資産
ａ2007年３月31日以前に取得したもの
　旧定率法によっております。
ｂ2007年４月１日以後に取得したもの
　定率法によっております。

－ 13 －
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無形固定資産
（リース資産除く）

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエ
アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、
償却可能限度額まで償却の終了した翌年から５年間で均等
償却する方法によっております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

４. 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負担
額を計上しております。

債務保証損失引当金 関係会社に対する保証債務の履行による損失に備えるた
め、保証履行の可能性の高い債務保証につき、求償権の行
使による回収可能性を検討して、損失見込相当額を計上し
ております。

５. 収益および費用の計上基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。）等を当
事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。当社
は、アウトソーシング事業を主な事業内容としており、収益認識については、履行義務の充足す
る方法に従い、一定期間または一時点で収益を計上しております。このうちの大部分が一定期間
で認識する収益となっております。
当社は、進捗度に応じて一定の期間にわたり充足される履行義務について、履行義務の充足に係
る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しており、履行義務の充
足に係る進捗度の見積りの方法は以下の通りであります。
・顧客から毎月履行した業務を表す検収書等を入手し、これに基づいて請求を行っている業務に
ついては、検収書等に記載され履行された業務が、移転したサービスの量を忠実に描写している
ことから、これを基礎に収益を認識しております（アウトプット法）。
・請負契約に基づく業務のうち、進捗度を直接的に見積もることができないものの、履行義務の
結果を合理的に測定できる場合は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出
しております。履行義務の結果を合理的に測定できない場合は、発生した実際原価の範囲でのみ
収益を認識しております。
また、商品の販売については、顧客へ引き渡された時点で、支配が移転し履行義務が充足される
ことから、当該時点で収益を認識しております。
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外貨建の資産および負債の
本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

７. 会計方針の変更
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す
ることとしております。
　これにより、代理人として行われる取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収
益として認識していましたが、顧客への財またはサービスの提供における当社グループの役割が
代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から外注先に支払う額を控除した純額で
収益を認識することとしております。また、従来請負工事等に関して、進捗部分について成果の
確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適
用していましたが、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る
進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しておりま
す。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定でき
る場合は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。履行義務
の結果を合理的に測定できない場合は、発生した実際原価の範囲でのみ収益を認識しておりま
す。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的
影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用し
ております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より
前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を
遡及適用しておりません。
　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業
年度より「売掛金」および「契約資産」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準
89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを
行っておりません。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売上高
は27,197百万円減少し、売上原価は27,139百万円減少し、営業利益、経常利益および税引前当
期純利益はそれぞれ57百万円減少しております。
当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の利
益剰余金の期首残高は101百万円増加しております。
　なお、当事業年度の１株当たり情報に与える影響は軽微であります。
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科　　目 金　額（百万円）
関 係 会 社 株 式
（ 非 上 場 企 業 へ の 投 資 ） 18,258
関 係 会 社 出 資 金
（ 非 上 場 企 業 へ の 投 資 ） 648

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する
こととしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

８. 表示方法の変更
（損益計算書関係）
　前事業年度において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却
益」（前事業年度30百万円）は、金額的重要性が増したため、区分表示しております。また、
前事業年度において区分掲記しておりました「関係会社株式売却益」（当事業年度0百万円）
は、金額的重要性が乏しくなったため、特別利益の「その他」に含めて表示しております。
　前事業年度において区分掲記しておりました「減損損失」（当事業年度1百万円）は、金額的
重要性が乏しくなったため、特別損失の「その他」に含めて表示しております。

９. 会計上の見積りに関する注記
１．非上場企業への投資によって取得した関係会社株式または関係会社出資金の評価
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵　会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、非上場の投資先企業に対して、投資時に当該企業の事業の将来性を鑑み、その中
長期事業計画に基づき、投資先企業の超過収益力等を評価しており、超過収益力等の評価額
が取得価額に含まれております。
　当該関係会社株式または関係会社出資金の評価については、「金融商品に関する会計基
準」に準拠した内規である「株式等の減損処理要領」に従い、毎期末に、帳簿価額に比べて
投資先企業の財政状態が一定程度悪化している投資先について超過収益力等の毀損による当
該株式または出資金の評価損のリスクを考慮して、実績の事業計画達成有無や投資先企業の
超過収益力の毀損の有無などの評価損検討プロセスでそのリスクに応じて株式又は出資金の
実質価額が著しく低下したかどうかを検討した上で、評価損の要否を判断しております。実
績が事業計画を達成しておらず、計画未達成の要因が一時的なものではなく、または、一時
的であるが、来期以降の計画で、一定期間（概ね5年）内に純資産持分額が帳簿価額までに
達する見込みがなく、投資先企業の超過収益力が毀損していると判断される場合、当該株式
または出資金を純資産持分額まで評価損として認識しております。
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１. 債務保証
金融機関からの借入債務に対する保証
　Transcosmos Information Systems Group Limited. 1,562百万円
関係会社からの借入債務に対する保証
　transcosmos America,Inc. 550百万円
関係会社からの預り債務に対する保証
　ティーシーアイ・ビジネス・サービス株式会社 2,700百万円

計 4,813百万円
　　上記のほか、当社の関係会社である株式会社caramoの出店契約について、連

帯保証を行っております。
　（注）外貨建の債務保証については、決算日の為替相場により換算しておりま

す。
２. 有形固定資産の減価償却累計額 14,785百万円

関係会社に対する短期金銭債権 1,173百万円
関係会社に対する短期金銭債務 3,370百万円

営業収益 1,157百万円
営業費用 10,182百万円
営業取引以外の取引高 1,300百万円

株 式 の 種 類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普 通 株 式 7,319,599 862 ― 7,320,461

単元未満株式の買取による増加 862株

　当該関係会社の業績は、将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受けるた
め、超過収益力等の評価額の算定の基礎となる事業計画と大きく乖離した場合、翌事業年度
以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

貸借対照表に関する注記

３. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：株）

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
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繰延税金資産
関係会社株式評価損 4,818百万円
関係会社株式の税務上の簿価修正額 2,840百万円
投資有価証券の税務上の簿価修正額 1,999百万円
貸倒引当金 1,979百万円
賞与引当金 1,578百万円
債務保証損失引当金 1,068百万円
投資有価証券評価損 612百万円
未払事業税 392百万円
未払社会保険料 239百万円
減損損失 80百万円
減価償却超過額 44百万円
その他 449百万円
小計 16,103百万円
評価性引当額 △11,671百万円

繰延税金資産合計 4,431百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △766百万円
その他 △52百万円

繰延税金負債合計 △819百万円
繰延税金資産の純額 3,612百万円

税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属 性 会 社 等 の
名 称

資本金または
出 資 金

事 業 の 内 容
ま た は 職 業

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 ( ％ )

関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末残 高
( 百 万 円 )

子会社
ティーシーアイ･
ビ ジ ネ ス ･
サ ー ビ ス
株 式 会 社

100百万円 国 内
関 係 会 社

所有
直接100.0 債務保証 債 務 保 証 ( 注 ) １ 2,700 － －

子会社 TCT Services 
C o . ,  L t d .

1百万
ﾀｲﾊﾞｰﾂ

海 外
関 係 会 社

所有
直接49.0
間接51.0

資 金 の
融 資 － －

関係会社
長 期
貸 付 金
( 注 ) ２

2,167

子会社
Transcosmos 
I n f o r m a t i o n 
Systems Group 
L i m i t e d .

22万
ポンド

海 外
関 係 会 社

所有
直接100.0 債務保証 債務保証

(注)３、４ 1,562 － －

関連当事者との取引に関する注記
⒈　親会社および法人主要株主等

該当事項はありません。
⒉　子会社および関連会社等

　取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１　関係会社からの預り債務に対する保証であります。
　　　２　関係会社長期貸付金に対し、当事業年度において82百万円の貸倒引当金繰入額を計上し、当事業

年度末現在、引当金残高は2,167百万円となっております。
　　　３　金融機関からの借入債務に対する保証であります。
　　　４　債務保証に対し、当事業年度において85百万円の債務保証損失引当金繰入額を計上し、当事業年

度末現在、引当金残高は1,562百万円となっております。
　　　５　議決権等の所有（被所有）割合は、小数第二位を四捨五入しております。
⒊　兄弟会社等

該当事項はありません。
⒋　役員および個人主要株主等

該当事項はありません。

収益認識に関する注記
連結注記表「注記事項（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記載しているため記載を
省略しております。
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⒈　１株当たり純資産額 1,843円10銭
⒉　１株当たり当期純利益 223円03銭

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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